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1．はじめに 
 我が国の道路橋は高度経済成長期に建設されたもの

が多く、近年それらの老朽化が騒がれはじめ、補修・

更新が必要となる橋梁が急増していくことが予想され

る。そのため、より経済的な維持管理計画を立てるこ

とが重要であり、現在、橋梁維持管理システム(Bridge 
Management System)の開発研究が活発である。 
 橋梁建設事業では、計画時に劣化速度の予測をする

ことによってライフサイクルコスト（以下 LCC）を算
定し、その橋梁によってもたらされる社会的便益の額

とのバランスを評価し事業の経済性を判断するが、大

型車交通量の多い道路橋では、活荷重による疲労劣化

の進行が早まり、予定よりも高額の補修費がかかって

しまうというのが現状である。しかし、我が国の輸送

サービスの大部分を担う大型トラックが多く走行する

ことによって、良い経済効果がもたらされているとも

考えられる。本研究では、大型トラックの走行が道路

橋の疲労劣化に与えている影響を評価して、補修費と

いう形で貨幣換算し、大型車が橋梁を走行することに

より発生する社会的便益の額と比較し、道路橋 LCCマ
ネジメントの経済性の評価を試みる。 
2．大型車交通量別の劣化予測 
 「橋梁点検要領（案）」（1988年 国土交通省）になら
って、橋梁の健全性を 5 段階で評価する。疲労劣化に
よる損傷は補修を行わない限り回復しないと考えられ

るため、健全性の推移をマルコフ仮定による健全性ラ

ンクの推移確率行列で表し、それに基づいて劣化曲線

を作成する。まず、基準として施工 30年目で健全性ラ
ンク 3 に達するような推移確率行列 P を次のように設
定する。 

5 4 3 2 1
5 0.95 0.05 0 0 0
4 0 0.9 0.09 0.01 0

P= 3 0 0 0.86 0.13 0.01
2 0 0 0 0.83 0.17
1 0 0 0 0 1  

 
この行列に大型車交通による劣化の影響を表す要因変

数γを導入し、大型車交通量別（1000[台/24h]未満、1000
～5000、5000～10000、10000以上の 4パターン）の劣
化曲線を作成した。γについては、文献 1)において東
京都 75橋梁の実データより算出したものを用いた。ま
た、本研究では健全性を次に示すような式で算出でき

ると仮定し、t年次における推移確率行列から健全性が
算出できるものとした。 
  

  
（P；遷移確率行列、S(0)；初期状態ベクトル、Q；換
算ベクトル、t；経過年数） 
ここで、S(0)={1,0,0,0,0}、Q={0,0,1,2,5}と設定した。 

 
表－1 健全性判定標準 

ランク 一般的状況
OK(5) 損傷は認められない。

4 損傷あり、程度を記録する必要がある。
3 損傷あり、追跡調査を行う必要がある。
2 損傷が大きく、詳細調査を実施し補修の検討が必要。
1 損傷が著しく、交通の安全確保の支障となる恐れがある。  

 

 
図－1 床版の大型車交通量別劣化曲線 

 

3．LCC算定 
3．1．条件設定 
設定期間 60年。区間長 100km、橋幅 18kmの高速道路
を考える。コストは橋梁の規模によって違うため、面

積と関連付けるとし、表－2のように設定する。 
 

表―2 各費用・補修周期 

費用（万円） 周期（年）
建設 20/㎡ 架け替え無し

塗装塗替 0.2/㎡ 10
支承交換 0.5/㎡ 15
伸縮装置交換 0.1/㎡ 10
道路維持管理 2700/km 1  
また、床版補修費は 1.4万円/㎡×回復ランク数（少数
以下も計算）、社会的割引率 4%とする。 

3．2．補修計画設定 
補修工事を行う条件を健全性 H＜4とし、60年目で
Ｈ＞2.5を満たしていなければならないとする。 
大型車交通量(台/24h)別に補修周期 10,15,20,25,30年
の場合について補修を算定したところ、補修費最小と

考えられる補修計画は表－3のようになった。 
 

表－3 最適点検周期 

大型車交通量 t年次に補修を行う 回数

1000(台/24h)未満 t=30 1
1000～5000(台/24h) t=20,40 2
5000～10000(台/24h) t=15,30,45 3
10000(台/24h)以上 t=10,20,30,40,50 5  

3．3．算定 
 以上の条件より、大型車交通量区分別に LCCを原価
法により算出した。算出結果を図－2に示す。 
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図－2 大型車交通量区分別 LCC 

 

4．便益算定 
4．1．大型トラックの走行により発生する社会的便益 
高速道路が建設されアクセスが効率化されると、従来

よりも移動時間もしくは走行距離が短縮され、輸送業

者の輸送コスト削減が可能になる。これによって輸送

サービスの消費者価格（一般化費用）が低下されると、

それに伴って交通需要量が増加する。これによって発

生する経済効果を大型車交通による社会的便益である

と考える。図－3は需要曲線が一次関数であるときの一
般化費用 p、交通需要量 qの関係と、それぞれの変化に
よって発生する便益の値の大きさを表している。

 
図－3 交通需要曲線 

 

4．2．社会的便益の算定 
 まず、大型車交通量 1000(台/24h)未満の場合の LCC
を用いて、大型車交通量 10000(台/24h)の道路橋の費用
便益分析を行ったとき、費用便益比 B/Cが 1.7であると
仮定しこの道路事業によって発生する短縮時間を求め

る。ここでの Bは全乗用車の走行時間短縮便益と走行
費用短縮便益の和である。「費用便益分析マニュアル」

（H16国土交通省）より、時間価値原単位普通乗用車
62.86円/min・台、大型車 87.44円/min・台、高速または
地域高規格道路において平均旅行速度 78.7km/hとした
ときの走行費用原単位普通乗用車 6.38円/km、大型車
21.02円/km、また大型車混入率 32.8%としたとき、短縮
時間は 18.55minとなった。 
 内閣府の調査によると、1988～1999年の間に道路貨
物輸送サービスの一般化費用は 11.4%減少し、需要量は
5.6%増加した。このことから交通需要曲線の傾きを
-2.036とした。増加前の大型車交通量を 10000(台/24h)、
第 8回物流センサスより、全国平均輸送単価を 40.2円/
トンキロとしたとき、需要量は 480(台/24h)増加した。
以上より、大型車交通量の増加によって発生した社会

的便益額の算定を行なった。また、大型車種の混入比

率は 1984年 R357有明のデータを使用した。 
4．3．環境に対する便益損失 
 本研究では、大型トラックが環境に与える悪影響を

貨幣換算し、損失額として便益の値から差し引いた。 
 算定にあたっては表－4のような条件を用いた。また

このときの大型トラックの平均速度を 80/kmとした。 
 

表－4 環境への影響の算定条件 
環境への影響 使用した計算式
Nox発生量（t/年） 2.29×大型車交通量（台/年）
→　便益損失（万円/年） 58×発生量
炭酸ガスC発生量（t/年) 129×大型車交通量（台/年）
→　便益損失（万円/年） 0.23×発生量
等価騒音レベル(dB(A)/年) 43+10log(4.5)+10log(大型車交通量（台/年）/24）
→　便益損失（万円/年） 47.52×発生量  

 
5．大型車交通による疲労劣化の影響と便益の比較 
大型車交通量 10000(台/24h)以上の場合と 1000(台

/24h)未満の場合での LCCの差額に環境への影響を加え
た値を C’とし、この値を大型車交通による補修費の増
分であると考え、大型車交通により発生する便益を B’
として、B’の値と比較した結果、費用便益比 B’/C’=2.913
という値が得られた。道路事業計画の費用便益比は 1.5
を上回ることが基準とされているので、この値であれ

ば社会的便益収入が見込めると言える。 

図－4 C’と B’の値の推移 

6．おわりに 
 本研究で試算したケースでは、大型車交通によって

発生する便益は、大型車の走行によって増大する疲労

劣化の影響をカバーできる値であった。よって、大規

模な道路橋では、大型車の通行を規制せずに、補修回

数を増やしてでも通行を促した方が、良い経済効果が

見込めると考えられる。 
 また、橋梁の疲労劣化に特に大きなダメージを与え

ていると言われている違法な過積載車の影響を考える

ことが必要であり、活荷重シミュレーションを用いて

検討中である。結果は口頭発表によって示す予定であ

る。 
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